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 また DA の可視性および保存の問題について調査したところ、可視性についてはサブジェク
ト・ライブアリアンがレファレンス等で対応しているものの、２点とも技術面や DA 作成者の所
有権の観点等から、現時点では明確な解決策はないことが明らかとなった。 
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れており、National Institutes of Health (NIH; 国立衛生研究所) は、2003年には Data Sharing Policy
を策定し、データ管理計画 (DMP) 提出を義務化しているし、National Science Foundation (NSF; 国
立科学財団) は 2011年に Grants Proposal Guideの中で DMP 提出を義務化している1。研究成果の
オープンアクセス化に対する強制力も段階的に引き上げられてきたが、2013年には、政府情報の
                                                   
1 オープン化に関する諸外国及び我が国の動向（内閣府第 1回国際的動向を踏まえたオープンアクセス












1.2.1. Harvard Universityにおけるオープンアクセス方針の策定と実施状況 
[現況] 

















                                                   
2 米国オバマ大統領が 2013 年 5月 9 日、政府情報のオープンデータ化を義務付ける大統領令“Executive 
Order - Making Open and Machine Readable the New Default for Government Information”を制定した。 
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2013/05/09/executive-order-making-open-and-machine-readable-ne
w-default-government- (2015.1.22) 
またあわせて，科学技術政策局 (OSTP) ，行政管理予算局 (OMB) 等が，オープンデータに関する新
たな覚書“Open Data Policy-Managing Information as an Asset”を公表した。 
http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/omb/memoranda/2013/m-13-13.pdf (2015.1.22) 
3 各部局で採択された方針は https://osc.hul.harvard.edu/policies (2015.1.22) で公開されている。 
4 オープンアクセス方針の各規定に意図された趣旨等は以下のサイトに詳しい。 
Good practices for university open-access policies 
http://cyber.law.harvard.edu/hoap/Good_practices_for_university_open-access_policies (2015.1.22) 






入を 1部局から複数部局へ拡大してきた。方針が最初に採択されたのは Faculty of Arts and Sciences 


















の労力には大きなコストがかかっている (Harvard Office for Scholarly Communication 内に IT 担当



















ResearchWorks は DSpace によって構築されており、コンテンツ収集は博士論文に重点を置いて
いる。公開制限は、期間 (1年、2年、5年) と閲覧可能対象 (図書館職員のみ、学内のみ) による
6種類を定めている。 
 
1.3.2. University of Michigan 
University of Michigan でもオープンアクセスを義務化する方針は採択されておらず、機関リポジ
トリ Deep Blue への論文登録は任意となっている。一方で、公的研究助成機関による研究成果の











なお、オープンアクセス出版を支援するパイロット・プロジェクトが、American Association of 








1.3.4. University of Maryland 




ら開始して複数部局へ導入を拡大していった Harvard Universityと異なる。University of Maryland
では承認に至らなかったが、例えばベルギーの Université de Liège のようにトップダウン方式での
                                                   






機関リポジトリ DRUM (DSpace) でのコンテンツ収集は学位論文といわゆる灰色文献に重点を
置いており、教員の本文データ提出を受けて図書館が権利処理やメタデータ作成の支援を行う点







Office of Research等複数部局からの予算措置となっている。 
 





















University of Michigan では、助成金申請から研究成果出版まで研究の各段階に応じて必要なデー
タ管理手法について、サブジェクト・ライブラリアンや IT 担当者が支援している。学内の Office 
of Researchや Administrators of Grants といった他の研究支援部署とも協力している。 
                                                   




Supporting Research Data Services with Hydra at the University of Michigan 
Fe Sferdean, Ye Li, Jeremy York, Jennifer Green, Jake Carlson, John Weise 
University Library, University of Michigan, Ann Arbor, MI 48109 
 














Harvard University では、機関リポジトリ DASH とは別に、データサーバ Dataverse を運用して
いるし、University of Maryland や Brown Universityでも、機関リポジトリとは別に非公開のワーク
                                                   






















2015年 1 月には、Brown Universityは新しいウェブインターフェース (Django により構築) を公開し
ている9。従来の OPAC (Josiah) に加えてリポジトリ Brown Digital Repositoryを含めたデータを検索で
きる「Books+」 (VuFind) と、ディスカバリーサービス Summon 等の電子リソースを検索対象とする
「Articles」という 2 つのデータグループを各々、または一挙に検索し、種々のファセットにより絞り
込みをかけることができるようになっている。  
その他 University of Washington でも、DSpaceから Fedora への移行を目指して、3年間のパイロッ











                                                   












Hydraコミュニティのメンバーである University of Virginia では、検索システム Virgo (Blacklight
により構築) により、OPAC と合わせて、機関リポジトリ Libra (Fedoraで構築、画像データ等も豊




1.5.1. National Institutes of Health (NIH; 国立衛生研究所) によるパブリックアクセス12推進 
[パブリックアクセスの義務化] 
米国では、NIH からの研究助成を受けた研究者が、研究成果を PMC（生物医学・生命科学の論
文本文アーカイブ）へ登録することにより出版後 12 ヶ月以内に無料公表とすることが、2008年 4







NIH へ XMLデータを提供しているものである (月 35,000件程度、年間 40万から 50万件程度) 。
NIH 側から出版社へ働きかけてデータ提供等を求めることは基本的になく、出版社からの申し出
によりデータ提供合意書を締結している。担当者によると、小規模出版社、新規出版社のほうが、
                                                   
10 Hydra http://projecthydra.org/ (2015.1.22) 
11 UVA Libraries integrate EDS API with Blacklight 
http://discovery.ebsco.com/pulse/article/uva-libraries-integrate-eds-api-with-blacklight (2015.1.22) 
12 オープンアクセスの一般的な定義には、フェアユースよりも自由な、Creative Commons 等のライセ
ンス表示による積極的な二次利用も含まれているが、NIH の言うパブリックアクセスは、フェアユー
スを基本とした二次利用を前提としている。http://publicaccess.nih.gov/FAQ.htm#814 (2015.1.22) 
13 Revised Policy on Enhancing Public Access to Archived Publications Resulting from NIH-Funded Research 
(NOT-OD-08-033; released on January 11, 2008) 
http://grants.nih.gov/grants/guide/notice-files/NOT-OD-08-033.html (2015.1.22) 
14 Changes to Public Access Policy Compliance Efforts Apply to All Awards with Anticipated Start Dates on or 




NIH では、受理した論文データはすべて XML データへ変換し、NIH 独自のフォーマットで成
形した PDF ファイルとして公開している。PMC で公開された論文のうち、80 万件以上が Open 
Access Subset として二次利用に関する許諾内容が明示されている (PMC の現在の全登録件数約






2013年 1月に遵守状況のモニターが開始17されると約 75%に、そして 2013年 7 月に資金交付一時








することによって研究者の分析環境を整えるため、1988年 11月にNational Center for Biotechnology 
Information (NCBI; 国立生物工学情報センター) 19を設立し、1997年には PubMed による論文書誌
情報の公開を開始した。さらに 2000年に論文本文のアーカイブ PubMed Central (PMC) の運用を
開始し、2005年の研究成果任意登録開始にともないNIH Manuscript Submission System (NIHMS; 著
者稿提出システム) を公開、2010年にはMy NCBIの My Bibliography機能により研究者の論文執
筆状況の管理を開始した20。 
 
                                                   
15 2005年 5月から 2008年 8月までは研究成果の PMC 登録は任意で施行された。 
Policy on Enhancing Public Access to Archived Publications Resulting from NIH-Funded Research 
(NOT-OD-05-022; released on February 3, 2005; effective on May 2, 2005) 
http://grants.nih.gov/grants/guide/notice-files/NOT-OD-05-022.html (2015.1.22) 
16 導入当初、正式名称 PubMed Central、略称 PMC だったが、2012年に PubMed との混同を避けるため
正式名称を PMC へ改称している。 
17 Public Access Compliance Monitor: A New Resource for Institutions to Track Public Access Compliance 
(NOT-OD-13-020; released on January 9, 2013) 
http://grants.nih.gov/grants/guide/notice-files/NOT-OD-13-020.html (2015.1.22) 
18 NIH のウェブサイト Training and Communications / Public Access Policyには、多くの広報、啓発資料
が公開されている。http://publicaccess.nih.gov/communications.htm (2015.1.22) 
19 National Center for Biotechnology Information http://www.ncbi.nlm.nih.gov/ (2015.1.22) 
20 My NCBI Tool to Replace eRA Commons for Bibliography Management 





The NIH Public Access Policy - Information for Librarians 
Neil Thakur, PhD, OER/NIH; Kathryn Funk, MLIS, NLM/NIH 










くいものとなっている。また、システム開発が組織内で行われ (IT 技術者 30名程度が所属) 、XML
を基礎とする独自の構造を持つため、新任の技術者が着任してもシステムを理解するのに長期間
                                                   
21 electronic Research Administration (eRA) http://era.nih.gov/ (2015.1.22) 
22 NIH のシステム連携については以下のリソースも参考になる。 
The Big Picture: NCBI, My Bibliography, PMC, PubMed, NIHMS, eRA Commons, NIH RePORTER, RPPR 
and the NIH Public Access Policy 
https://becker.wustl.edu/sites/default/files/nih_resources_chart.pdf (2015.1.22) 
23 SciENcvには、助成金申請者・採択者だけでなく、研究者は誰でもアカウントを登録することがで




















本調査では、デジタル人文学 (DH; Digital Humanities) への取り組みについて以下の調査を行っ
た。 
 米国の大学図書館における DHの取り組みについて 
 DA の可視性および保存について 
 海外からみた日本の DAおよびデジタル化に対するニーズについて 
 






DH の取り組みは幅広く、全てをここで述べることはできないが、図書館と DH の関わりのある
キーワードとして以下の図のとおりあげることができる。 
                                                   
24 「大学等におけるジャーナル環境の整備と我が国のジャーナルの発信力強化の在り方について」 (ジ
ャーナル問題に関する検討会, 2014年 8 月) 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shinkou/034/gaiyou/1351118.htm (2015.1.22) 
25 デジタル・ヒューマニティーズ（デジタル人文学、人文情報学、etc...）がよくわからない人のため
に http://d.hatena.ne.jp/digitalnagasaki/20141119 (2015.1.18) 
26 永崎研宣, DHを現在の若い人たちに伝える, 『DHの最先端を知る』, DHjp, no. 2 
15 
 
Sula, Chiris Alen, “Digital Humanities and Libraries: A Conceptual Model”, Journal of Library Administration , 53(1), 2013 
http://chrisalensula.org/digital-humanities-and-libraries-a-conceptual-model/ (2015.1.8)  
 
2.2. 調査項目 






上記で挙げられるキーワードをのうち、digital preservationや digitization、physical preservation




                                                   
27 図書・出版物、公文書、美術品・博物品・歴史資料等公共的な知的資産をデジタル化し、インター
ネット上で電子情報として共有・利用できる仕組み 














2.3.1. University of Washington 
[海外からみた日本の DAおよびデジタル化に対するニーズについて] 




 求める DA およびデジタル化については、過去にさかのぼって博士論文のデジタル化・公開を
進めてほしいとのことであった。 
 














Universityの English Language and Literature に関するサブジェクト・ライブラリアンによると、従
来の English Language and Literatureに関する知識に加え、DAをはじめとするデジタルコンテンツ
                                                   
28 呑海沙織, サブジェクト・ライブラリアンの役割の変化 : 1940年代以降の英国大学図書館における




















2.3.3. Brown University 
[Center for Digital Scholarship、DAの可視性および保存について] 
 Brown Universityにはデジタル技術を支援する組織として Center for Digital Scholarship (CDS) が





際の授業ではスプレッドシート (Excel) を使ってメタデータを作ったり、EpiDocと呼ばれる TEI30
スキーマを使ったエンコーディング方法の指導等をしている31。なお、作った DAのコンテンツは




                                                   
29 米国の大学図書館を中心とする学術・研究図書館の共同デジタルアーカイブのこと。 
慶應義塾大学メディアセンター (図書館) , HathiTrust へのデジタル化資料の登載について
http://www.lib.keio.ac.jp/jp/hathitrust/ (2015.1.7) 
30 Text Encoding Initiative の略称。人文学資料における様々なメタ情報を、デジタル媒体上で、より効
率的に、機械可読な形で共有するためのルールのこと。 
永崎研宣, 人文学資料へのアノテーション : Text Encoding Initiative の挑戦 
http://repository.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/dspace/bitstream/2261/55616/1/Nagasaki_201208.pdf (2015.1.19) 
31一例は以下のとおり 
Latin Epigraphy http://usepigraphy.brown.edu/projects/usep/collections/ (2015.1.19) 







(詳細は前項を参照のこと。ちなみに KURENAIは後述する DSpaceを採用している) 。 
 CDSが関わっていなかったり、メタデータの整理されていない古い DAについても、依頼があ
れば CDS がデータを整理し、Brown Digital Repositoryに登録することがあるという。また、DA
コンテンツを元のサイトから Brown Digital Repositoryに移した場合は、将来的に元のサイトのサ
ーバーからコンテンツを削除し、Brown Digital Repositoryにあるものを公式のものとするそうだ。 
 以上のとおり、CDS が支援する DA のコンテンツは機関リポジトリに登録されるものがあり、
学内の成果として一定の可視性と保存が保たれているといえる。 
 
2.3.4. University of Maryland 
[MITH、DAの可視性および保存について] 
 University of Marylandには DHに関する組織として Maryland Institute for Technology in the 
Humanities (MITH) がある。MITHの Associate Director は University of Maryland Libraries の 
Assistant Dean for Digital Humanities Research を兼務しており図書館とのつながりも深い。MITHで
は図書館や関係する部局と協力して DAの作成や DA 作成にかかわるテキストや画像、データ公
開等の研究を行っている。University of Maryland Libraries が所蔵するゴードン W. プランゲ文庫の
DA の構築にも関わっている。 







University of Maryland Librariesでは、論文等のテキストベースのデータを管理・公開する DRUM
と、University of Maryland Librariesがデジタル化した貴重資料を管理・公開する Digital Collections
を運用している。この 2つは別のリポジトリ・ソフトウェアで構築しており、DRUMは DSpace
を、Digital Collectionsは Fedoraを採用している。DSpace は論文等のテキストベースのデータを管
理することに特化しており、固定的なシステムであるものの比較的運用しやすいのが特徴である。
対して Fedoraは先に述べたとおり柔軟に管理ができることが特徴であり、Digital Collections に採
用したとのことであった。 
 
[Digital Collections]  
Digital Collectionsに登録することで、図書館が作成した DAコンテンツについてはそれぞれの




り、”New Digital Scholarship and Publishing program”として支援策を検討中とのことである。 
また検索システムであるが、DRUMとDigital Collectionsを統合して検索することはできず、別々








2.3.5. University of Virginia 
[Scholars' Lab] 
 Alderman Libraryに設置されている Scholars' Lab は DHを支援する組織である。図書館職員だけ
でなく Student Assistantsや Gradute Fellowsがおり、DHの研究を行っている。また Scholars' Lab
では GIS やウェブ上の展示用オープンソースソフトウェア Omeka の使い方の指導だけなく、
Omekaのプラグイン Neatline を開発して公開する等、支援から一歩進んだ活動を行っている。 
 Scholars' Labでは教員のプロジェクトをサポートして DA を作っている33。DA にどのようなデ
ータを持たせるか相談したり、役に立つツールを提案したりして具体的な形に落とし込んでいく
という。DA の作成方法は題材によって左右されるためどのようにすれば最適化できるかを考え




 University of Virginia Libraryには資料をデジタル化する部門として Visualization Service がある。










                                                   
33 一例は以下のとおり 
・ Collective Biographies of Women, Alison Booth http://womensbios.lib.virginia.edu/ (2015.1.18) 
・ Mapping the Catalogue of Ships http://ships.lib.virginia.edu/ (2015.1.18) 
20 
 
[Digital Media Lab、DA の可視性および保存について] 









[他部局との連携 (博物館) ] 
 University of Virginiaには博物館 University of Virginia Art Museumが設置されている。博物館は図
書館と同様に DH や DAの文脈で語られることがあり、また MLA 連携35からみても図書館と関わ
りをもつ機関である。University of Virginia Art Museumでは iPad で特定の所蔵資料を見ることので
きるアプリケーション UVaMを作成・提供していることを踏まえて、Scholars' Lab に University of 




2.3.6. Columbia University 
[Digital Humanities Center] 
Columbia Universityの Butler Libraryには Digital Humanities Center (DHC) が設置されている。
DHCは Butler Library 内の Humanities & History Division 下にあり、Butler Libraryの 1室に収まっ
ているが、今後さらにスペースを広げる計画だという。なお、Columbia Universityには DHCの他
にも Digital Science Centerと Digital Social Science Centerという各分野に合わせてデジタル技術を
支援するセンターが図書館に設置されている。 
DHCには Adobe Photoshop や Adobe Illustrator等の一般的な画像編集ソフトに加えて、ABBYY 
FineReaderという日本語にも対応している OCRソフトや XMLを作成する際のツールである





                                                   
34 Explorations in Black Leadership http://www.blackleadership.virginia.edu/ (2015.1.18) 
35ミュージアム (Museum) ・図書館 (Library) ・文書館 (Archives) の連携のこと。それぞれの頭文字を
とって MLAと呼ばれる。いずれも文化的情報資源を収集・蓄積・提供する公共機関であるという共通
点を持ち、情報資源のアーカイブ化等の課題を共有していることから、近年、連携の重要性が認識さ







[図書館職員のための DHトレーニング ”Breaking the Code”] 
 人文科学 (Humanities) を専門にしたサブジェクト・ライブラリアンにとっても DHは関わりの
ある分野であるものの、DH に関する技術や知識を充分に持っていないことがある。DHCでは、
Humanities & History Division やMusic & Arts Library等、DHに関心を持っている図書館職員が DA
を作る取り組み ”Breaking the Code : The Developing Librarian Project “ 36を行っている。Columbia 
























 海外からみた日本の DAおよびデジタル化に対するニーズについて 
 日本の DA およびデジタル化にニーズはあるものの、満足に利用できる環境でないこと
が明らかとなった。障害となっていることはコンテンツの少なさ、可視性の低さ、日本の
著作権問題の 3つの側面がある。 
                                                   
















して様々な DAの情報を収集・紹介することで DA の可視性を高めることができたらと思う。 






3. 図書館による研究者支援の実態調査 (Research Commons を中心として)  
図書館としてどのような研究支援を行っていくかは重要な問題であり、そのことについて特に
施設面を中心とした各大学図書館の取り組みを調査した。なお、厳密な定義は未だないようだが、
研究支援に重点をおいた施設は Research Commons と総称されることがあり、以下の報告で言及す
る各施設も Research Commons の一つとして扱うこととする。 
 
3.1. 調査報告 
3.1.1. University of Washington 
［Research Commons］ 











   
Research Commonsの中         ブースの 1つ 
 
Research Commons の中には Consultation Studio があり、そこで大きく分けて 4つのサービスを
提供している。 


































ほか、Office of Researchや Administrators of grants といった学内の他部署とも連携している。 










うだった (1.3.6. 「オープンアクセス方針への理解向上に向けて」に掲載している)。 
 
［Espresso Book Machine］ 
 次に Shapiro Undergraduate Libraryの 1階にある Espresso Book Machine を見学した。これは電子
書籍等を印刷し、製本できる機械である。数分で印刷、製本することができ、電子資料を冊子体
にしたいときに有用である。学内者であれば誰でも有料で使用できる。 
 Espresso Book Machine 
 
［Digital Media Commons］ 










［Computer Game & Video Archive］ 
また、Duderstadt Center の地下にある Computer Game & Video Archive という施設を見学した。
ここにはゲームが登場したころから現在までに至るおよそ 6000タイトルのゲームソフトと、各種
ゲーム機が備えられている。プログラミングの研究等のために設けられた施設ということである。













［Center for Digital Scholarship］ 
Center for Digital Scholarship (CDS) は前項でもふれたとおり、データビジュアライゼーションや
GIS 等、デジタル関連のサービスを幅広く提供しており、職員もそれぞれ専門性を備えた方が担
当している。 










3.1.4. University of Maryland 
［Research Commons］ 
University of Marylandには Research Commons という施設自体は今のところはない。ただ、図書
館の研究支援に関するサービスのウェブページを 1 つのページにまとめ、よりアクセスしやすい
環境を整備しており、そのウェブサービスも Research Commonsと呼んでいる。将来的には図書館






て伺うことができた。なお、以下に述べるワークショップ等は主に McKeldin Library で行われて
いる。 
まず、Graduate School Writing Centerと協力し、Writing Boot Camp を行っている。対象者は学位
論文作成中の大学院生で、論文作成にあたって必要になる様々な内容を身に付けてもらうための
催しである。午前中の 2 時間は図書館のイントロダクション、午後の 1 時間は文献管理ツールの
使い方、Google 検索の活用等、研究全般に関する内容のトレーニングとなっている。定員は 30
人だったが、すぐに上限に達したという。各学期に 2、3回行っているという。 
また、初めての試みとして Workshop on Literature Reviews を行った。これも同様に Graduate 
School Writing Centerとの共同で開催されたもので、文学批評のためのセミナーだったという。準








of Maryland にはそうした大学院生やさらには教員も対象に教授法の指導をする Teaching and 
Learning Transformation Center (TLTC) という部署がある。図書館では TLTC と連携してワークショ
ップを行っているほか、2017 年に TLTC の新たな建物ができるまでオフィスが図書館内に入る予
定だという。なお、University of Maryland には図書館職員等を養成するための研究科、College of 
Information Studiesがあり、そこの学生もアシスタントスタッフとして図書館で働いている。 
このほか、今後計画されているものとしては University Office of Research と協働しての助成金獲
得申請のためのサポートがあるという。 
人気のあるワークショップがある一方、あまり参加のなかったものもあり、教員向けに Tools for 








3.1.5. University of Virginia 
［Digital Media Lab］ 












































 大学図書館のほか、Harold Washington Library Center, Chicago Public Libraryと Library of Congress
を見学した。 
[Harold Washington Library Center, Chicago Public Library] 











らうと Library of Congress の資料を利用することができる。申請は誰でも可能である。Library of 
Congress ではその膨大な所蔵資料の電子化も日々行っている。電子化されたものはウェブ上で閲
覧できる。 
ツアーが始まる前、待合所に設置されたテレビ画面に Library of Congressの紹介動画が流れるの
だが、そこでは Library of Congressは「Your library」だということがしきりに強調され、利用者の
共感を呼ぶことにつながっている。大学図書館にとっても有効なことであり、参考となった。 
 
